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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、高齢者の地域社会における役割の見直しにより創出された住民主体
による地域活動の10年後の効果ならびに地域活動の継続要因と課題を明らかにすることである。住民主体による
地域活動は、参加者の精神的健康や社会参加を促進させるとともに、地域社会の互助機能を高めることが示唆さ
れた。一方、介護予防効果は認められなかった。活動の継続要因として、活動開始時の行政による手厚いサポー
ト、自治会活動としての公認など活動しやすい環境づくりの重要性が示唆された。課題は高齢化の進行により後
継者がいないため、高齢者のみによる運営に限界が近づいていることであった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research was to clarify the effects of health promotion and 
neighborhood network formation  after 10 years of community activities managed by and for residents,
 by reviewing the roles of older adults in the community, as well as the challenges and factors 
affecting the continuation of community activities. It was suggested that community activities 
managed by and for residents promote participants’ mental health and social participation and 
enhance mutual assistance within the community. However, no long-term care prevention effect was 
found. Activity continuation factors included strong support from the government at the start of the
 activity, official recognition as a community association, which suggested the importance of 
creating an environment amenable to activities. One challenge was the fact that, since there are no 
successors as aging progresses, these activities are reaching the limits of what can be managed by 
older adults alone. 

研究分野： 公衆衛生看護
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
長寿社会を達成したわが国では、健康寿命

の延伸をはかり、QOL や生きがいを維持、
増進することがさらなる課題となっている。
このような背景により 2000 年に策定された
ゴールドプラン 21 では、活力ある高齢者像
を基本的目標の１つとし、生きがいをもって
社会参加できる元気高齢者づくり対策が掲
げられている 1)。高齢者の社会参加を促進す
るための方策のひとつとして、地域社会にお
ける役割の重要性が指摘されている 2）。しか
し、高齢期においては、社会的地位の変化に
伴う「役割の喪失」が生じるとされており、
このことが高齢者の社会参加を妨げる要因
となっている。従って、社会活動促進のため
には、地域で高齢者に担ってもらいたい役割
を数多く準備することが必要である。 
このような背景から、申請者らは北海道今

金町（2004 年～2005 年度長寿科学総合研究，
代表芳賀博）3），北海道江別市（2009 年～2010
年度科研スタートアップ，2011 年～2013 年
度基盤 C、代表佐藤美由紀）4-5），神奈川県座
間市（平成 2012 年～2014 年度基盤 B，代表
芳賀博）6）において、住民、行政や地域包括
支援センター、研究者の協働によるアクショ
ンリサーチにより、住民との話し合いを通じ
て地域社会における高齢者の役割を見直し、
その役割を実践することにより社会参加の
促進を目指すヘルスプロモーションプログ
ラムの開発に取り組んできた。今金町ではニ
ーズの高かった「相互学習」「地域の交流」
などの地域活動が新たに創出された 7)。その
結果、新たな地域活動を実施した介入地区で
は、対照地区に比べて、生活機能、QOL が
有意に向上した 3)。これらの活動は現在も住
民主体により継続されており、2015 年には
活動開始から 10 年を迎えた。 
しかし、今金町で実施した役割の見直しに

基づく社会参加促進型ヘルスプロモーショ
ンプログラムの研究は、効果評価およびプロ
セス評価において以下の課題が残されてい
る。効果評価においては、介入 1 年後の短期
的評価であったため、地域高齢者全体に効果
が浸透していない可能性があり、ポピュレー
ションアプローチとしての長期的評価を実
施する必要があること、介護予防としての効
果を検証していないこと、加えて、地域活動
の主体である住民の視点による質的評価が
されていないことである。自主活動に至るプ
ロセス分析においては、住民主体の地域活動
がどのような経過を辿ってきたのか、住民主
体の活動が 10 年間継続されている要因や課
題が明らかになっていないことが課題とし
て挙げられる。 
２．研究の目的 
本研究は、高齢者の地域社会における役割

を見直すことによって創出された住民主体
による地域活動が 10 年間継続している今金
町において、(1)介入 10 年後の追跡調査によ
り地区高齢者全体に対する社会活動、身体的

健康、精神的ウェルビーイングへの長期的な
効果及び要介護認定への影響を明らかにす
ること、(2)地域活動の主体である住民の視点
により、高齢者や地域社会への影響を質的に
評価すること、(3)これまでの記録や資料の閲
覧及び地域活動のキーパーソン、行政および
地域包括支援センター職員によるインタビ
ューにより、住民主体の地域活動の１０年間
の経過を記述するとともに、住民主体による
地域活動の継続要因と課題を明らかにする。 
３．研究方法 
(1)対象地区 
今金町は北海道南西部に位置する水稲、馬

鈴薯の生産を中心とする農業のまちである。
取り組みが開始された2005年の人口は6,600
人、高齢化率約 29.3％、2015 年の人口 5,642
人、高齢化率 37.6%である。介入した Y 地区
と N 地区は今金町の市街に位置している。Y
地区は公務員や農協職員などの団体職員の
退職者が多い地区である。一方、N 地区は今
金町で町営住宅が一番多い地区である。2005
年の人口はY地区624人（高齢化率25.0％）、
N 地区 336 人（高齢化率 25.4％）、2015 年の
人口は Y 地区 509 人（高齢化率 37.7％）、N
地区 336 人（高齢化率 39.9％）といずれの地
区も人口は減少し、高齢化率は上昇していた。 
(2)取り組みの概要 
2005 年～2006 年にアクションリサーチに

より取り組みが行われた 3）。地域社会におい
て高齢者の役割を見直し、それに基づいて高
齢者が地域活動を創出し実践した。研究者と
行政はその実施にむけて環境整備をした。具
体的には、①2005 年 1月に高齢者の地域活動
と健康に関する実態調査、②2005 年 4～8 月
に地域社会で高齢者に担ってもらいたい役
割を見直す2回のワークショップ、③その後、
研究者と町保健師がワークショップで出さ
れた意見に基づき検討し、地域活動案を自治
会に提案した。Y 地区は 9 月に地区のキーパ
ーソン、町保健師、研究者による実行委員会
が立ち上がり、プログラムの検討、開催準備
を行った。2005 年 11 月に住民相互の学習事
業（体操、そば打ち、生け花等）が開始され、
2006年3月まで9回実施された。事業終了後、
地域住民の希望により学習事業の継続が決
まり、高齢者が主体的に企画・運営に取り組
んだ。 
N地区ではワークショップ終了後の2005年

9月～2006 年 3月に研究者、町保健師、地区
のキーパーソンにより地域活動の実施にむ
けた具体策を検討した。N 地区は公営住宅に
住む単身世帯の高齢者が多い地区であるこ
とから、ニーズが高かった交流事業が 2006
年 4 月から開始された。N 交流事業は、高齢
者が月 1回自治会館に集い、レクリエーショ
ンや体操などと茶話会を実施した。交流会の
運営は自治会の婦人会と自治会役員が担っ
た。現在、交流事業は自治会事業として助成
金交付を受けて、月 1回定例で開催されてい
る。行政の保健師は年に数回、健康相談や健



康教育を担当し、社会福祉協議会はレクリエ
ーションの担当やレクリエーション用具の
貸し出しなどのサポートを実施している。 
(3) 量的評価の方法 
［質問紙調査］ 
1)対象 
介入 2 地区（Y 地区、N 地区）と対照地区

（Y,N 以外の地区）に居住している 2004 年
12 月末現在で要介護認定を受けていない 65
歳以上の全高齢者を対象として、郵送留め置
き法にて自記式質問紙調査を実施した。初回
調査は取り組み開始前の 2005 年 1 月に 649
人を対象に実施し、615 人が回答した（回収
率 94.8％）。10 年後の追跡調査は 2014 年 12
月末現在で介入 2 地区（Y 地区、N 地区）と
対照地区に居住している 65 歳以上の全高齢
者を対象に、初回調査と同様の方法で実施し
た。2005 年と 2015 年の調査に両方とも回答
した 508 人を分析対象とした。なお、事業の
実績を自治会定期総会資料より把握した。 
2）調査項目 
初回・追跡調査において、基本属性（年齢、

性別、世帯、職業の有無），社会活動（地域
活動、ボラティア活動），友人数、活動能力
（老研式）、抑うつ（GDS）を調査した．また，
追跡調査において，交流事業への参加の有無、
近隣関係（近所つきあいの増加の有無、近隣
からの用事の受領と提供、情緒的つながりの
ある人の数）を調査した． 
3)統計解析 
①介入地区と対照地区の 2群に分け、初回調
査時の特性の比較を t 検定またはχ2 検定に
より行った。反復測定分散分析により地区と
時間の交互作用を検討した。 
②追跡調査における交流事業への参加の有
無により 2群に分け、初回調査時の特性の比
較を t検定またはχ2検定により行った。反復
測定分散分析により参加と時間の互作用を
検討した。①②ともに反復測定分散分析にお
いては、年齢，性別，各目的変数の初期値を
共変量とした。なお，有意水準を 5％未満と
した．解析には SPSS20.0J for Windows を用
いた。 
［介護保険の要支援・介護認定状況］ 
1）対象 
 初回調査に回答した者について、2005 年 1
月 1日から 2015 年 3月 31 日までの要支援・
要介護認定の有無、要介護状態区分、初回認
定年月日、異動の有無と異動年月日およびそ
の理由（転居または死亡）の情報を行政より
提供を受けた。 
2）統計解析 
本研究では、介護保険の初回認定（要支

援・要介護認定）について検討した。その後
に認定区分の変更や死亡が発生した場合で
も、初回の要支援・要介護認定をもってエン
ドポイントとした。介護保険の認定を受けず
に異動した（転居・死亡）した場合は、異動
した時点で観察打ち切りとした。要支援・要
介護認定のハザード比（HR）を介入と対照地

区別にCox比例ハザードモデルにより算出し
た。解析にあたって、年齢、性別、世帯状況
（単身世帯とその他）、初回調査時の身体機
能（老研式活動能力指標の手段的自立得点）
の状況を調整した。解析には SPSS20.0J for 
Windows を用い，統計学的有意水準を 5％未
満とした。 
(4)質的評価の方法 
本研究の趣旨を理解し、研究協力に同意が

得られた介入地区の地域活動の企画・運営に
これまで携わってきた高齢者 16 人（Y 地区
10 人、N地区 6人）と支援者 5人（行政等の
保健師・社会福祉士）を対象に、2015 年 8月
にフォーカス・グループ・インタビュー（以
下、FGI）を 2 地区の自治会館と保健センタ
ーにてそれぞれ行った。FGI のファシリテー
トは研究者が行い、事前に作成したインタビ
ューガイドに基づいて、参加者個人、地区の
住民や地区全体、今金町に対しての地域活動
の効果と課題、10 年間活動が継続した要因に
ついて自由に話し合ってもらった。インタビ
ューの所要時間は約 60 分であった。話し合
い内容は IC レコーダーに録音し、後日逐語
録を作成した。 
 データ分析は、安梅ら 8）による FGI の分析
方法を参考にした。逐語録から地域活動の効
果について語られた部分をすべて抜き出し、
一文一意味の単位で区切り要約し、コード化
し、カテゴリー化した。 
(6)記録・資料の分析 
データ収集：2015 年 8～9 月に今金町保健

福祉課、N 地区、Y 地区から資料を収集、閲
覧し、自治会ごとに経過を整理した。しかし、
介入地区に保管されていた資料は極めて少
なかった。 
(7)倫理的配慮 
質問紙による調査の対象者に対しては，書

面にて研究目的，倫理的配慮，個人情報の保
護について説明し，質問紙の提出によって同
意を得た．FGI の対象者には研究目的，倫理
的配慮，個人情報の保護について説明し口頭
にて同意を得た．また、2015 年 6月に今金町
から個人情報提供承諾書が発行され、個人情
報保護の遵守についても約束を交わした。本
研究は、神奈川工科大学ヒトを対象とした研
究に関わる倫理審査委員会にて承認を得た
（2015 年 6月、受付番号 2015-003）。 
４．研究成果 
(1)地域活動創出後から自主活動に至る経過 
1)行政の動き 
 今金町では 2007 年 3 月に北海道の「長寿
社会づくりソフト事業費（コミュニティモデ
ル地区育成事業）」の交付が決定された。今
金町ではこの事業を「健康な町づくりネット
ワーク推進事業」とし、Y、N地区を含め 6地
区を対象地区に指定した（2008年3月まで）。
2008年3月に開催された健康な町づくりネッ
トワーク座談会では、Y、N地区を含む対象地
域に指定された6地区のキーパーソンが実践
報告を行った。 
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2)介入地区の動き 
 Y 地区では、自治会役員などのキーパーソ
ンと行政保健師により、2005 年 10 月と 11 月
に実行委員会が 2 回開催された。2005 年 11
月から 2006 年 3 月までに住民相互の学習事
業が 9回開催された。その後、住民の要望に
より、2006 年 6月にキーパーソン達が住民相
互の学習事業を自主的に開始した。自主活動
開始時には、自治会事業として予算化されて
いないため、会費を徴収して学習事業を実施
した。2007 年 1月に自治会事業として位置づ
けられ、自治会において予算化された。2007
年 7～3 月に「健康な町づくりネットワーク
推進事業」の交付金を受けた。その後、手芸
や民謡おどりの会、麻雀などの部会が立ち上
がり、2011 年には地域住民の交流を目的とし
た Y交流事業となった。2015 年には合計 108
回開催され 1,502 人が参加している。行政の
保健師は年に数回Y交流事業において健康相
談を実施しているが、企画運営のサポートは
行っていない。 
N 地区では、ワークショップ終了後、行政

が自治会に環境美化活動の開始を提案した。
行政保健師と自治会役員による実行委員会
が 2回開催され、2006 年 4月から環境美化活
動と交流事業が開始された。事業開始後、自
治会で 2事業が予算化された。2007 年 7月に
「健康な町づくりネットワーク推進事業」の
交付金を受けた。環境美化活動はリーダー役
の住民が要介護状態となったため、活動は中
止となった。現在、交流事業は自治会事業と
して助成金交付を受けて、月 1回定例で開催
されている。行政の保健師は年に数回、健康
相談や健康教育を担当し、社会福祉協議会は
レクリエーションの担当やレクリエーショ
ン用具の貸し出しなどのサポートを実施し
ている。 
(2)創出された地域活動の実績と参加状況 
Y 地区の質問紙調査の分析対象者 60人中 Y

交流事業に「よく参加する」は13人（21.7％）、
「ときどき参加する」は 6人（10.0％）、「以
前参加していた」は 13 人（21.7％）、「参加
したことがない」は 28 人（46.7％）であっ
た。 
N 地区では 2015 年に N 交流事業が 10 回開

催され、241 人が参加していた。N 地区の質
問紙調査の分析対象者 52 人中 N 交流事業に
「よく参加する」は 20 人（38.5％）、「とき
どき参加する」は 4 人（7.7％）、「以前参加
していた」は 4 人（7.7％）、「参加したこと
がない」は 24 人（46.2％）であった。 
 

(3)質問紙調査による効果評価 
ポピュレーションアプローチとしての効

果を検証するために、介入地区ごとに対照地
区との比較を行った。 
1)Y 地区と対照地区の比較 
初回調査時の平均年齢は Y地区が 70.3 歳、

対照地区72.9歳であり、有意差はなかった。
Y 地区は対照地区と比較して、年齢が有意に

低く、単身世帯が有意に多かった。追跡調査
において近所つきあいが増えたと感じてい
る者は Y 地区では 49.2％と対照地区の
34.7％と比較して有意に多かった。近所への
サポート提供得点も Y 地区 3.11 点、対照地
区 2.26 点と有意に高かった。反復測定分散
分析の結果，地区×時間の交互作用が有意だ
った項目はみられなかった。 
2)N 地区と対照地区の比較 
初回調査時の平均年齢は N 地区 71.5 歳、

対照地区72.9歳であり、有意差はなかった。
N 地区は対照地区と比較して、職業なしが有
意に多く、手段的自立の得点が有意に高かっ
た。追跡調査において N地区は近所からのサ
ポート受領得点が 2.33 点と対照地区 3.21 点
と比較して有意に少なかった。近所で情緒的
つながりを感じる人数は N 地区が 2.29 人で
あり、対照地区 3.18 人と比較して有意に少
なかった。反復測定分散分析では、地区×時
間の交互作用が有意だった項目はみられな
かった。 
3)Y 地区における交流事業の参加群と非参加
群の比較 
両地区ともに交流事業に「よく参加する」

と「ときどき参加する」と回答した人を参加
群、「参加したことがない」と回答した人を
非参加群とした。Y地区は参加群 19 人、非参
加群は 28 人であった。初回調査時の平均年
齢は参加群が 67.8 歳、非参加群は 72.4 歳で
あった。参加群は非参加群と比較して、年齢
が有意に低く、単身世帯が有意に少なかった。
追跡調査において近所つきあいが増えたと
感じている者は参加群では 78.9％と対照地
区の 36.6％と比較して有意に多かった。近所
へのサポート提供・受領、情緒的つながりの
ある近所の人数には参加群と参加群と非参
加群とでは有意差は認められなかった。反復
測定分散分析により，取り組み 10 年後の社
会活動，近隣関係，身体・精神的健康の変化
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を検討した結果、参加×時間の交互作用が有
意だったのは、地域活動、ボランティア活動、
抑うつであり、すべて参加群が向上（GDS は
得点が低い方が良好な状態）していた（図 1）。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4)N 地区における交流事業の参加群と非参加
群の比較 
N 地区は参加群 24 人、非参加群は 24 人で

あった。初回調査時の平均年齢は参加群が
72.58 歳、非参加群は 69.93 歳であった。参
加群と非参加群の比較では、参加群で有意に
年齢が高く、男性が少なかった。世帯構成、
職業の有無、手段的自立には差がみられなか
った。追跡調査において近所つきあいが増え
たと感じている者は参加群 58.3％であり、非
参加群 29.2％と比較して有意に多かった。近
所へのサポート提供・受領、情緒的つながり
のある近所の人数には参加群と非参加群と
では有意差は認められなかった。反復測定分 
散分析により，取り組み10年後の社会活動，
近隣関係，身体・精神的健康の変化を検討し
た結果、参加×時間の交互作用が有意だった
のは、地域活動、ボランティア活動、社会的
役割であった。参加群は地域活動が増加し、
ボランティア活動と社会的役割は低下が抑
制されていた（図 2）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4)要支援・要介護認定状況による効果評価 
 初回調査回答者中データを得られた405人
（Y地区 83人、N地区は 43 人、対照地区 279
人）を分析対象とした。10年間の追跡期間で
要支援。要介護認定を受けていたのは 168 人
（Y 地区 39 人、N 地区 26 人、対照地区 103
人）だった。追跡期間中に死亡した者は 51
人（Y 地区 10 人、N 地区 6 人、対照地区 35
人）、転出した者は 15 人（Y 地区 2 人、対照
地区 13 人）であった。要支援・要介護認定
のハザード比は、対照地区と比較して Y地区
では 1.246（95％CI：0.822－1.890、P=0.30）、
N 地区では 1.678（95％CI：1.044－2.697、
P=0.033）であった。N地区の要支援・要介護
認定のハザード比は対照地区と比較して有
意に高かった。 
(5)質的方法による効果評価 
抽出されたカテゴリーを≪ ≫で示す。 

1)交流事業の効果 
介入地区のキーパンソンの視点による取

り組みから 10 年経過した交流事業の効果と
して、カテゴリーが 4個抽出された。抽出さ
れたカテゴリーは、≪心身の健康≫≪充実感
≫≪社会参加・社会関係の広がり≫≪日常で
の見守り≫であった。 
支援者の視点による効果として≪楽しみ

≫≪地域力の向上≫≪地域住民と支援者の
パートナーシップ≫≪波及効果≫の４カテ
ゴリーが抽出された。 
2)交流事業の課題 
介入地区におけるキーパンソンの視点に

よる交流事業の課題として、カテゴリーが７
個抽出された。抽出されたカテゴリーは、≪
無理せず継続≫≪参加者の増加≫≪持続可
能な運営体制≫≪参加者以外の状況把握≫
≪住民の理解不足≫≪他地区への波及≫≪
行政のサポート≫であった。支援者の視点に
よる課題として、≪参加者の固定化≫≪実行
委員の世代交代≫≪他地区への波及≫≪総
合事業・生活支援への発展≫≪地域の状況に
応じた支援≫≪住民と支援者との問題・目的
共有≫≪安定した支援体制≫であった。 
(6)住民主体の地域活動の継続要因 
住民主体の地域活動が 10 年間継続した要

因として、カテゴリーが 8 個、コードが 29
個抽出された。抽出されたカテゴリーは、≪
参加しやすい環境≫≪ニーズに合ったプロ
グラム≫≪参加者のはりあい≫≪リーダー
や実行委員のやる気≫≪住民の協働による
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企画・運営≫≪自治会事業として位置づけら
れる≫≪地域の準備性≫≪状況に応じたサ
ポート≫であった。 
５．まとめ 
住民の話し合いにより地域社会における

高齢者の役割見直しに基づき創出された地
域活動は、住民主体により長期間活動が継続
される可能性が示唆された。地域活動の継続
要因として、プログラムなどの企画の魅力だ
けではなく、行政による活動開始時の手厚い
サポート、話し合いにより地域活動を立ち上
げるプロセスが地域の準備性を高めるため
に重要であること、地域活動が自治会事業と
して公認され、自治会から経済面や人的な支
援を得られたことが重要であると推察され
た。 
住民主体により地域活動が長期間継続し

た効果として、参加者に対して精神的健康や
社会参加の促進に効果が認められた。しかし、
ポピュレーションアプローチとして地域高
齢者全体に対する健康増進や介護予防効果
は認められなかった。一方、フォーカス・グ
ループ・インタビューの結果から、地域での
見守りなど地域の互助機能が高められるこ
とが推察された。 
地域活動が創出されてから 10 年経過した

現在も企画運営を担当している実行委員は
ほとんど同じ顔ぶれであった。高齢化が進行
している地域においては、実行委員の高齢化
も進んでおり、高齢者のみでの企画運営に限
界が近づいていた。住民主体を支えるしくみ
づくりが喫緊の課題であった。 
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